
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 3年度 6月補正予算令和03 通常 令和03 07 07
0202020152 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

02 中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上経営資源融合支援事業
持続的発展に向けた企業の経営基盤の強化01

産業労働部 産業政策課 企画班 2214 今川聡 佐々木太樹也

令和03 令和05

人口減少対策として、県内就職やＡターンの増加を図るため、県内中小企業の生産性を向上させ、全 中小企業の経営資源の融合（Ｍ＆Ａ、事業承継（第三者承継）、協業化、業務提携など）が進み、将
国に比べ低い賃金水準を引き上げることが求められている。 来の賃金水準の引き上げにつながる生産性の向上が図られている。

○ ●

県

県内中小企業・小規模企業者

■ ■ R02 06

中小企業の生産性向上等、賃金水準向上につながる方策について県内企業のニーズを調査する。また
□ ■ ■ □ 、コロナ禍の事業継続、規模拡大を促進するため、Ｍ＆Ａ等について商工団体等が主催するセミナー

□ に講師を派遣して普及啓発を図るとともに、Ｍ＆Ａ実施に要する経費を支援する。

県議会や総合政策審議会において、議員や委員から、県内企業の持続的発展、県内経済の活性化のた
めにはＭ＆Ａ等による事業再編が必要であるとの意見があった。また、県内金融機関や「事業承継・

調査については、調査会社のレポートなどもあるが、県内の実情を知るためには独自の調査が必要である。普及啓発につい引継ぎ支援センター」からのヒアリングをにより、県内企業のニーズを把握した。
ては、県内企業者のＭ＆Ａに対するマイナスイメージが強いため、Ｍ＆Ａをテーマとしたセミナーの開催は参加者が集まら
ない恐れがあることから、通常のセミナーに講師を派遣する方法が有効である。Ｍ＆Ａは多額の経費を要するため支援が必
要だが、国の補助制度は事業期間が短いなどの制約があることから、県において利用しやすい制度を設けることは有効であ
る。

0 80 3 0 4 0 60 5 0 7

経営資源融合普及・啓発事業 Ｍ＆Ａ等の先行実施企業や専門家の講演によるセミナーを開催し、県内企業に対するＭ＆
01 Ａ等の普及啓発を図る。       1,186       1,186           0           0      1,186           0         3,558

県内中小企業資源融合等現況調査事業 賃金水準の向上につながる方策等について、県内企業のニーズを調査するとともに、その
02

対策の方向性を探るため、労使が一堂に会して意見交換する会議を開催する。       3,940           0           0          0           0           0         3,940

Ｍ＆Ａ支援事業 Ｍ＆Ａに係る経費の一部を助成する
03

       90,000     30,000      30,000           0           0           0     30,000

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       97,498     35,126      31,186           0           0          0     31,186

新型コロナウイルス感染症対応臨時交付金             0          0           0     35,126           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

     31,186      31,186           0           0           0        97,498          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

Ｍ＆Ａに関心を持つ経営者が増加し、Ｍ＆Ａの成立件数が増加する。

Ｍ＆Ａセミナー参加企業数

○Ｍ＆Ａセミナー参加企業数

●

01 0 2 03 04 0 5 0 6 0 7
        30        30        30         0          0                                0

         0         0

         0         0事業実績

         0         0

● ○ ○0 3

Ｍ＆Ａ支援事業採択件数

○Ｍ＆Ａ支援事業採択件数

●

0 40 1 0 2 0 3 0 5 0 6 0 7
                               20        20        20        20         0         0

         0        19

         0         0事業実績

         0         0

● 0 3 ○ ○

人口減少対策として県内就職やＡターンの増加を目的とした事業であり、県の施策目的に
合致している。

Ｍ＆Ａ等が進まない要因が、Ｍ＆Ａに対するマイナスイメージが強いことと、経費の負担
が大きいことであり、促進していくためには普及啓発と経費の助成が必要である。

■□ □
□

全県域に渡る取組であり、県が主体的に実施すべきものである。

○ ○


